





















































































るが、市の人口の 12.4%にあたる 10万 7000人の失業者を抱えたままで、問題の解決には至ってい
ない。
















































































































は151億円に達した。井熊均『自治体再生 資本リスクで財政破綻を回避せよ~ (学陽書房、 208年)25頁
を参照。

































































14 前掲『自治体破たん・ 「夕張ショック」の本質j 財政論・組織論から見た破たん回避策~ 82頁。
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る。したがって中国では情報公開の不十分により夕張市「不適正の財政処理」のようなことが起こ
る可能性もある。都市建設投資会社の実態が不透明で、銀行の不良債権や不正の温床になりやすい
ととも指摘したとおりである。
中国の官僚ないし公務員は、絶対・無謬の国家観念に支えられて、権威ある者という地位を与え
られてきた。との権威のひとつの根拠として、情報の非公開に象徴される行政の神秘性をあげるこ
とができる。しかしながら現在では、市民の専門・政策能力の上昇、またマスコミないし IT技術に
よる情報伝達、特に市民活動による園、自治体との直接の参加手続による接触機会の拡大によって、
行政の水準が明らかになってきた。公開する必要のある情報は以下の通りである。正式な財政情報
としては予算書や決算書が必要である。そして、監査としての人民代表大会による審査意見書も重
要な情報の一つであり、民営化施設の公立と民間とのコストや財源構成の比較情報、財政分析に使
う地方財政調査表なども必要である。「周辺財政」のデータも必要である。普通会計以外の会計をま
とめたものとして地方公営企業会計決算統計、都市建設投資公司などの出資法人、指定管理者の財
政情報、民間委託された社会福祉法人などの経営状況を知る必要がある。これらの財政情報は、市
政府の公開窓口か図書館などの住民が手に入れやすい場所に置いておかなくてはならない。
2. 2.夕張市の再生方法
2. 2. 1.企業との連携
今日の日本は、企業による社会的責任や地域貢献も地域再生にとって重要な要素になっている。
民間企業が公園や文化施設、スポーツ施設などを管理運営するケースも増えている。世界的な市場
を見る経済のグローバルな視点、および夕張市という地域を理解する企業があれば、行政と地域が
企業と連携をする方式も地域再生への有力な方法である。財政破綻を招いた無駄な観光事業のなか
には、要らない遊園地もあるが、「石炭博物館Jのように、世界に注目される観光施設もある。夕張
市の歴史的な特性や自然を生かした観光施設であれば効率的なシステムを作り、地域再生のために
生かすことは可能である。 20阜新市の炭鉱素材の観光開発も見本になれる要素を持っている。中国
では、映画の影響で北海道への観光が流行っている、世界の北海道をめぐるツアーやコースの一つ
に夕張市を入れるのもよい。また、夕張市の 93%は山と森である。地元の夕張市立診療所は東京都
内の旅行会社と提携し、メタボリック症候群の人を夕張市を集め、改善のための指導を行う。ほか
の地域の高所得の高齢者も自然の恵みを求め、北海道に大量移住する時代が来る可能性もある。夕
張特有のインフラを有効活用し、新たなまちづくりによって地域活性化、ひいては地域再生を図る
ことも充分に検討されるべきであろう。阜新市の再生フランにおいても、とうした地域と企業の連
携事業を含めた検討が行われるべきであろう。
2 ()同上、 31頁。
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地方自治体の財政危機と財政再建一目、中の比較一 孫悦
2. 2. 2.市民参加による再建の推進
夕張市は、行政や石炭に依存してきた市民の意識を転換させ、市民を市政に参画させ、夕張市の
財政再建、および地域福祉を市民参加という方式を加えて実現しようとしている。夕張の財政破綻
を契機に、全国の支援と情報交換ことにより、多くの市民は地域財政に参加し始めている。市民自
治へという意識に変化が見えつつある。現在、夕張市の財政再建を応援するため、様々な団体が多
様な支援活動を行っている。北海道医療大学の学生などで構成される NPO法人ゅうゅうが、夕張市
の財政破綻で休館中の集会施設を拠点に、高齢者や障害者、こどもたちの生活支援などでボランテ
イア活動を行っている。その取り組みは地域と大学の連携したものとあって、高く評価されている。
退職する団塊の世代が、地域社会に参加することも期待される。夕張市の職員 OBをメンバーとする
任意団体、夕張市民・生活サポートセンターが2008年 l月に設立され、市の財政破綻による市職員
の大量退職で人員不足に苦しむ市の活動や市民生活を支援する。夕張市は超高齢・人口減少型社会
のなか、夕張社協や社会福祉施設、医療法人財団夕張希望の社、 NPO法人、市民がどのような「福
祉のまちづくり」が行っていくべきか、その方策はまだ未知数であるが、住民は地域活動を通し、
住民自治に基づいて福祉の町づくりが行われようとしている。
市民参加は過剰になったハコモノを処分できる。また、それは「長期・総合の自治体計画の市民
施設のネットワーク計画J2 1に組み込むとともでき、市民討議によってその使用目的、管理方法を
再編することを提案するととも可能である。たとえば、「公民館なと、の小型集会施設からは職員をひ
きあげ、市民管理・市民運営の地域センターにぎりかえるJ2 2 
おわりに
現在、競争力の低下、地方財政の赤字化、失業率の増加、そして消滅の危機に瀕する、地方財政
の逼迫などに直面する中国の資源資源枯掲型城市は、炭鉱が次々と閉山した時期の夕張市に似た窮
状といえるかもしれない。阜新市にもとれから、市民も含めた多様な関係者がかかわる多様化の産
業開発が必要不可欠になっていくであろう。夕張市の状況に陥らないため、国の指導のもとで基幹
産業と人材の育成、市民参加、都市建設投資会社の弊害を予防し、また情報公開は自立の視角から
阜新市の最も重要な再建の鍵となっている。
炭鉱から観光へと政策転換し、自治体財政の破綻に至った夕張市の歴史から見て、財政の破綻は
自治体自身の原因だけではなくて、固に責任がある。破綻した自治体の再建は国の支援と指導が不
可欠である。夕張市の自治体再建方法は国の一定程度の行政指導のもとで、市民参加による地方自
2 1前掲『自治体再構築』、 32頁。
22向上、 32-33頁ロ
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治の推進、企業との連携、公私協動による地域福祉システムが求められている。
中国の資源資源枯掲型都市が、存続さえ危ぶまれている日本の限界自治体は今後、増えていくと
思われるが、かつて炭鉱の町として知られ、目、中経済の発展の上で牽引車となった夕張市、阜新
市において、地域再生への有効な切り札は、国の統治と市民の参与である。
